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リスク評価基盤研究 放射線安全・防災研究

L3PRAコード
OSCAAR開発

不確実さ・感度解析

◼ 環境中挙動解析
◼ 線量評価
◼ 健康影響評価
◼ 経済性評価

防護戦略の実現可能性の検討

社会基盤の整備状況や
戦略に対する住民の理解などの社会調査

リスク評価基盤技術の開発

解析結果の利用や
研究方針の検討の際に知見を

フィードバック

◼ リスク評価基盤研究の着実な遂行と高度化
◼ 上記研究成果に基づいて、最適な防護戦略の立案等、放射線安全・防災分野への応用研究を推進
◼ 福島第一原子力発電所事故による知見の反映と環境回復への貢献

事故影響評価手法

福島第一発電所事故に
よる知見

公衆の被ばく線量評価及び管理に関する知見

◼ 公衆の線量評価モデル・手法の開発
◼ 社会的・経済的影響の評価モデルの開発

社会基盤や住民認識の現状を
反映して技術の高度化

科学的根拠に基づいて
合理的な防護戦略の策定

事故発生後の経過時間

対応段階

放射線量率が高く、迅速な対策が必要

◼ 環境測定の結果に基づく迅速意思決定システムの構築

環境中の放射線量率

事故発生

計画段階 対応段階

◼ レベル3PSAコード
OSCAARを用いた被ば
く低減効果の解析

◼ 防護措置範囲の検討

◼ 意思決定判断基準（OIL
等）の初期値の検討

復旧段階
放射線量率が低く、経済的・社会的影響を考慮して

合理的に実施可能な対策が必要

◼ 費用便益分析等などの意思決定支援技術の開発

事故後の放射線量率の推移

復旧段階

放射線防護体系の理念や
Risk-Informed Decision Makingの枠組み

住民視点の防災対策

緊急事態の時間推移に
応じて研究課題を設定

モデル・手法開発と
コード作成

リスク評価・防災研究とその基盤
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リスク評価基盤研究

事故影響評価手法の開発とレベル3PRAコードOSCAAR

【レベル3PRAの流れ】

• 事故シナリオ毎にソースターム
（核種組成、放出量、時間）を設定

• 想定される様々な気象条件のもとで大気拡散計算を実施

• 被ばく経路と距離毎に被ばく線量の確率分布を算出

• 線量と防護措置（避難・屋内退避、安定ヨウ素剤）の実施
が必要と判断される基準とを比較し、防護措置による被
ばく低減効果を算出

• 健康リスク・経済影響を算出

大気拡散・
沈着

人への被ばく

健康や社会経済
への影響

• 組織反応
• 放射線誘発がん
• 経済的損失

確率論的リスク評価コード
OSCAARに集約

防護措置による
被ばく低減

1000010000

1000010000

1000010000

便益
（回避線量）

害
（残存線量、費用）

【課題】
比較考量の
手法開発

【課題】
放射線以外のリスクの考慮

• 避難
• 屋内退避
• 安定ヨウ素剤
• 除染

各段階での評価モデルの開発
（福島事故、最新知見等を利用）

事故影響評価の流れ



3

OSCAARの出力例
防護措置による被ばく低減効果

「計画段階」に関する研究課題
レベル3PRAコードOSCAARを活用した合理的な防護戦略の策定

◼ 多様な気象条件下における住民の被ばく線量を評価

• 住民の被ばく線量および防護措置の被ばく低減効果の評価
• 立地地域における住民の安全確保の妥当性検討
• 重大事故対策のリスク低減効果の検討

リスク情報を活用した安全規制に貢献

公衆の防護に関する国際基準原子力発電所

0~5 km

放出前に予防的避難

5~10 km

コンクリート屋内退避、
その後、段階的避難

約5 km

約10 km

約30 km

10~30 km

屋内退避

PAZ

UPZ
5~30 km

放出前に安定ヨウ素剤を服用することで、
甲状腺線量について高い被ばく低減効果を

期待できる

適切な範囲とタイミングで
防護措置を組合せることで
被ばくを効果的に低減可能

技術的根拠を提供

住民視点の防災対策に
向けた研究課題への展開

一方で、合理的な防護戦略を実現できるかは、
防災の主体の一つである住民の理解や受容の程度に依存。
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「対応段階」に関する研究課題
環境モニタリングに基づく迅速な意思決定システムの構築

準備
対応 復旧

早期 中期 長期

計画段階
初期対応 危機管理 影響管理 復旧期への移行 復旧/長期の修復

緊急被ばく状況 現存被ばく状況

モニタリング

放射線量率
不確実さ、制御不可能

モニタリング情報の量と精度
ステークホルダーの参加の機会（行動等の確認）

事故発生

緊急時モニタリング
（モニタリングポスト（MP）データ）

航空機モニタリング

可搬型モニタリング

◼ 対応段階における情報を集約した線量評価システムの開発

• 緊急防護措置（避難等）に係る防災業務関係者への情報提供
• 環境モニタリングと運用上の介入レベル（OIL）に基づく防護措置の拡大や解除
• 事故後に広くみられる状況に基づくOILの改訂

MPに基づく放射性核種の
存在比特定技術（スペクト
ル解析技術）

モニタリングデータ処理コード
モニタリングデータの展開に応じて、線量評価のための線量場を作成

①固定MPデータの空間内外挿、
②可搬MPデータのフィードバック、
③航空機モニタリングデータの活用

防災業務の内容や
住民避難等の行動に関する情報

◼ 対応段階において刻々と変化する環境モニタリングの情報量や精度に対応した、
意思決定支援技術を開発
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「復旧段階」に関する研究課題
現存被ばく状況における意思決定支援技術の構築

◼ 「復旧段階」とは、原子炉の状態が安定して放射線量率が低く、住民が日常生活を通
じて被ばくを受けるような段階

◼ 放射線だけでなく、社会的・経済的な側面も含めて、意思決定を支援するための技術
を開発

日常生活への復帰 放射線リスクが低下し、他の要因が表面化
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生活の多様化による行動や習慣の変動を考慮した
確率論的線量評価手法を開発

◼ 生活の多様性や費用対効果に関する
解析コードの開発

• 緊急時に開始された防護措置の解除の判断を支援

除染等の防護措置に関する費用対効果の
評価手法を開発
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解除レベルを上げると、
防護措置は早く解除されるので、
その分費用は下がるが、
残存する線量は高くなる

費
用
又
は
損
害

(億
円

) 残存線量による損害

解除レベル(mSv/年)
確率論的評価の例

（除染後の福島県内における残存線量）

防護費用

• 屋内で作業している場合、95%値でも
1mSv/年を下回る

• 屋外作業者の場合、95%値が1 mSv/年を
上回る自治体が存在（右図の緑色）

追加的措置の必要性
（行動・エリア制限や線量追跡等）

防護費用と残存線量の双方を考慮
し、最も効率的な戦略を検討

（単位被ばく低減当たりの費用を最
小化）

開発した手法を統合して
新たなコードの開発に着手

屋外作業者
(2016/3–2017/3の線量 95%値
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今後の展開

住民視点での原子力防災体制の実現に向けて

原子力規制委員会
戦略的推進事業

内閣府
防災研究事

業

住民視点の
原子力防災体制

事故影響評価手法

国際基準
策定への参画

国・学会の指針等
策定への貢献

外部専門家と連携

IAEA安全基準委員会

ICRPタスクグループ

公衆との
コミュニケーション

防災リテラシーの
醸成

住民一人ひとりの自律した対応

便益
（回避線量）

【課題①】
比較手法の
開発

【課題②】放射線以外のリスクの考慮

便益
（回避線量）

害
（残存線量、費用）

【課題】
比較考量の
手法開発

【課題】
放射線以外のリスクの考慮

病人等の避難の
健康リスク

遺失利益や
防護費用

1000010000

1000010000

1000010000

害
（残存線量）

原子力防災研究

原子力災害対策指針

防災対策の有効性評価

研究開発を着実に継続して、その成果を活用

学会専門研究会

➢ 原子力学会
➢ 保健物理学会
➢ リスク学会

福島現地
専門家

自然防災
社会学・専門家

【課題③】

住民理解の
実情把握

【課題④】
必要な情報の特定と
伝達方法の開発

社会実装 社会実装問題の解決

◼ 福島事故以前には、住民が防災対策の主体であるという視点が欠如。

◼ 国際機関に加え、原子力規制委員会においても、住民の視点に立った防災対策の正当化は
課題の一つとして認識されている。


